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研究開発の概要 排水機場の維持管理計画の見直しに必要な計測データの抽出作業（行政事務）と、高齢

化が問題となっている点検技術者の計測作業の負担軽減を目的として排水機場のセンシン

グ化を推進するため、センサにより得られる計測データの送信・蓄積・出力を自動化する

システムを構築し、センシング化の効果を検証できる環境を整備した。

【研究期間：令和２年度～３年度   研究費総額：約５０百万円】 

研究開発の目的

（アウトプット

指標、アウトカ

ム指標）

 排水機場のセンシング化に使用する計測データ送信機能の開発と手引きのとりまとめ。

 施設管理事務所（職員）の行政事務を効率化できるデータベースの開発。

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

【必要性】（科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等） 

 排水機場のセンシング化によって、点検時の計測作業が代替され、データ化が可能とな

る。また、計測箇所と計測頻度の増強が見込めることから、維持管理計画の見直しにおい

てポンプ設備の診断精度の向上及び予防保全の実施時期の最適化などの判断がより的確に

なると考えられる。一方、センシング化にはコストを伴うことから、センシング化にあた

って効果の高い計測箇所を選定することが重要である。計測データの収集・蓄積・共有の

自動化のため、センシング化によって得られた計測データは専用ＬＡＮ等を経由して自動

的にデータベースに蓄積される仕組みが必要である。 

【効率性】（計画・実施体制の妥当性等） 

 排水機場におけるセンシング化状況調査と既存データベースにおける問題点の把握は、

地方整備局の協力を得ることにより短期間で終えた。排水機場へ設置するセンサや計測手

法は、土木研究所において研究中の「ポンプ設備のセンサによる自動計測手法」を活用し、

多様なセンサへの適応性を確保した。計測データの整理方法は、関東維持管理技術センタ

ーにおいて研究中の「ポンプ設備の健全度評価手法」を活用し、施設管理事務所（職員）の

実用性を確保した。 

【有効性】（目標の達成度、新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、人材の養成等） 

全国の排水機場からの計測データをデータベースとして自動的に蓄積できる環境が整っ

たことから、排水機場におけるセンシング化の大きな障壁が取り除かれるので、点検技術

者の負担軽減の実現性が増す。また、これまで点検時に取得した計測データは施設管理事

務所（職員）が既存のデータベースへ登録しており、この作業を不要にできることから施

設管理事務所（職員）の業務効率の向上につながる。 

外部評価の結果 研究の実施方法と体制の妥当性については、地方整備局と連携し、現場の実態や課題を

把握するとともに、ポンプ設備の自動計測手法の開発を行っている土木研究所や健全度手

法の開発を行っている関東維持管理技術センターと連携して研究を進めたことから、適切

であったと評価する。 

 目標の達成度については、排水機場のセンシング化に向け、センサにより得られる計測

データの送信・蓄積・出力を自動化するシステムを開発されたことから、目標を達成でき

たと評価する。 

今後は、排水機場のシステム全体への展開、また、本研究で得られた知見を他のインフ



ラ施設へ展開する等、維持管理・点検業務の効率化に向けた発展を期待する。
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※ プロセスの妥当性や副次的成果、次につながる成果についても特記すべき場合には、

当該欄に追記する。 


